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要 旨 
  

 

■情報収集時のインターネット利用率が大幅に上昇し６割に及ぶ 特に中古住宅では 20ポイント増 
 

► 家庭におけるインターネットの急速な普及を背景に、不動産物件情報収集の際のインターネット利用率
は、昨年度の 45.0％から 58.5％へ 13.5ポイント増。特に、中古住宅購入者では 19.6ポイント増加し、

56.4％となった。 

 
■新築住宅購入者で５割以上、中古住宅購入者で３割以上に「新住宅ローン減税制度」が影響 

 

► 「新住宅ローン減税制度」は、新築住宅購入者の 51.0％、中古住宅購入者の 32.3％に何らかの影響を

与えており、当制度による影響のトップは、「購入時期を早めた」。 

 

■購入資金の４割弱が｢民間ローン｣､６割以上が｢固定金利｣を選択し当初固定期間の最多は｢３年｣ 
 

► 「民間ローン」は、購入資金に占める割合が昨年度より 3.1ポイント増加して 35.4％。利用者平均額も

331万円増加し、2344万円。その返済金利は、「変動」より「固定」が多く、当初固定期間は、「３年」

が最多（41.8％）。 

 

■購入資金に占める「自己資金※」の割合が増加し、「借入等」は減少 
 

► 住宅購入資金に占める「自己資金※」の割合は、昨年度より 4.7ポイント増加して 44.3％。中でも、最

大の伸びを示した「現金､預貯金等」の利用者平均額は、昨年度の 1306万円から 1631万円に増加。 

► 長引くデフレ経済の影響を反映して「借入等」の割合は減少しており、資金調達において、借入を控え
自己資金のウエイトを強めた傾向がうかがえる。 

 

■「親族からの贈与」の利用者平均額は 13％増で約 700万円に到達 
 

► 「親族からの贈与」の利用者平均額も 619 万円から 699 万円に増加（12.9％増）。一戸建ての新築住宅

購入者では、昨年度の 1.5倍で、１千万円を超える。 

 

■引き続き売却損発生率は上昇し、本年度は８割超 
 

► 売却価格が購入価格を下回って売却損が発生している割合は、昨年度より 3.6ポイント増の 82.8％。 

► 戸建てより、マンション売却の売却損発生率が高い。 

 

■依然強い“中古住宅の割安感” 
 

► 「手頃な価格だった」「希望エリアの物件だった」（共に 59.7％）、「新築にはこだわらなかった」（35.4％）、

「良質な物件だった」（34.9％）が中古住宅購入者の４大購入理由。 

► 中古購入者では、資金面の住宅購入理由・要因でも、「住宅の価格が安くなり買いやすかった」が、５
割以上に達し、新築購入者の３割を大きく上回る。 

※「現金、預貯金等」「前住宅の売却金」「贈与」の合計 
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（１）調査の目的  
 

本調査は、居住用不動産取得者の取得行動、種々のサービス等の利用実態・評価を時系

列把握することで、不動産流通に対する消費者の行動を捉えることを目的に、199１年から

隔年で、2001年からは毎年実施している。 

また、本年度は、融資の利用実態や返済に対する意識を更に詳しく調査するため、融資

関連の設問の充実を図った。 

 

 

（２）調査対象 
 

首都圏１都３県（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）で平成 14 年４月１日から平成

15年３月 31日の間に、購入した住宅の引渡しを受けた世帯を対象としている。 

これらの調査対象者の抽出にあたっては、会員会社 13社の協力を得て、住宅タイプ（新

築戸建て、新築マンション、中古戸建て、中古マンション）のバランスに配慮し、対象を

抽出した。 

 

 

（３）調査方法 
 

郵送配布・郵送回収 

 
 
（４）調査期間 

 

発送時期 ： 平成 15年６月 10日  

回収締切 ： 平成 15年６月 23日 

 
 

（５）配布・回収状況 
 

①発送総数 ： 2853票 

②回収数  ： 1046票 （回収率   36.7％ ＝ ②÷①） 

③有効回答数： 1020票 （有効回答率 35.8％ ＝ ③÷①） 
 

購入物件の建て方別発送・有効回答数 

 合計 新築住宅   中古住宅   

  購入者計 戸建て マンション 購入者計 戸建て マンション 

発送数 2853 

（100.0％） 

1044 

（36.6％） 

283 

（9.9％） 

761 

（26.6％） 

1809 

（63.4％） 

776 

（42.9％） 

1033 

（57.1％） 

有効回答数 1020 

（100.0％） 

  ※1 410 

（40.2％） 

108 

（10.6％） 

294 

（28.8％） 

※２ 610 

（59.8％） 

230 

（22.5％） 

351 

（34.4％） 

※1 無回答 8票を含む   ※2 無回答 29票を含む 

１．調査概要 
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（６）回答者の基本属性 

 

世帯主の年齢         

年齢 合計 新築住宅 

購入者 

中古住宅 

購入者 

29才以下 73 24 49 

30～34才 187 81 106 

35～39才 197 97 100 

40～44才 137 58 79 

45～49才 102 45 57 

50～54才 102 28 74 

55～59才 87 33 54 

60才以上 130 41 89 

無回答 5 3 2 

全  体 1020 410 610 

 

 

世帯構成 

 合計 新築住宅 

購入者 

中古住宅 

購入者 

単身                 119 43 76 

夫婦のみ        261 118 143 

夫婦と子供（第一子が小学校入学前）  210 96 114 

夫婦と子供（第一子が小学生以上）   318 132 186 

夫婦と親が同居       15 3 12 

夫婦と子供と親が同居 22 4 18 

その他               71 10 61 

無回答           4 4 0 

 全  体 1020 410 610 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

昨年度調査との有効回答数の比較 
 本年度 

（2003年） 

昨年度 

（2002年） 

新築住宅購入者 410（40.0％） 382（45.0％） 

中古住宅購入者 610（60.0％） 473（55.0％） 

合  計 1020（100.0％） 855（100.0％） 

 

 

5.9 

8.0 

19.8 

17.4 

23.7 

16.4 

10.0 

14.6 13.0 

14.2 11.0 

9.3 12.1 

6.8 8.1 

8.9 

0.7 

0.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

新築住宅 
(n=410) 

中古住宅 
(n=610) 

29才以下 30～34才 35～39才 40～44才 45～49才 
50～54才 55～59才 60才以上 無回答 

 

      

10.5 

12.5 

23.4 

18.7 23.4 

28.8 32.2 

30.5 2.0 

0.7 
1.0 

3.0 
10.0 

2.4 1.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

新築住宅 
(n=410) 

中古住宅 
(n=610) 

単身 夫婦のみ 夫婦と子供 
（第一子が小学校入学前） 

夫婦と子供 
（第一子が小学生以上） 

夫婦と親が同居 夫婦と子供と親が同居 その他 無回答 
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■情報収集時のインターネット利用率が大幅に上昇し６割に及ぶ 特に中古住宅では大幅増 
Ø 家庭におけるインターネットの急速な普及を背景に、不動産物件情報収集の際のインターネ

ット利用率は、昨年度の 45.0％から 58.5％へ 13.5ポイント増。 

Ø 特に、中古住宅購入者のインターネット利用率は 19.6 ポイントの増加をみせ、新築住宅購

入者と中古住宅購入者間の利用率の差（2002年度の利用率の差 18.4ポイント→2003年度の

利用率の差 5.3ポイント）が縮まった。 

Ø 利用目的は、依然「初期段階での物件選別」に集中しているが、中古住宅購入者では、「物

件決定に関わる判断材料」が昨年度より 7.7ポイント増加し、ニーズの広がりがうかがえる。 

 

図1 インターネットによる情報収集の経験の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 インターネットを利用した最大の目的 

 

２．インターネットを利用した不動産情報収集 

36.8

58.5

45.0

56.4

55.2

61.7

51.9

40.5

59.4

42.3

42.7

37.8 0.5

2.1

1.3

3.8

1.0

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2003年調査
(n=410)

2002年調査
(n=382)

2003年調査
(n=610)

2002年調査
(n=473)

2003年調査
(n=1020)

2002年調査
(n=866)

ある

ない

無回答

新築
住宅

中古
住宅

全体

 

58.5 

56.9 

52.9 

56.3 

55.3 

56.5 

16.2 

17.1 

25.0 

28.2 

21.3 

22.5 

13.4 

16.1 

14.0 

6.3 

13.7 

11.5 

5.2 

6.9 

5.9 
2.1 
2.0 

2.3 

1.7 

1.9 

2.4 

1.5 

0.8 

1.7 

0.6 

1.4 

1.2 

5.8 

8.3 

6.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

2003年調査 
(n=253) 

2002年調査 
(n=211) 

2003年調査 
(n=344) 

2002年調査 
(n=174) 

2003年調査 
(n=597) 

2002年調査 
(n=391) 

初期段階での物件選別 
相場を確かめること 
物件決定に関わる判断材料 

不動産業者を選ぶこと 
その他 
無回答 

新築 
住宅 

中古 
住宅 

全体 
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■「写真や間取り図の多さ」「色々な物件を比較しやすいこと」などを情報収集時に重視 
Ø インターネットの特性を反映し、情報収集で重視することの上位２つは、引き続き「写真や

間取り図の多さ」（65.8％）、「色々な物件を比較しやすいこと」（60.6％）で、いずれも昨年

度より増加。続く「掲載物件の多さ」（42.5％）、「検索条件の充実」（30.5％）は、昨年とほ

ぼ同率だが、新築住宅購入者では低下。その他、「頻繁に更新が行われていること」（対昨年

度比 4.5 ポイント増）、「地域の情報などが充実していること」（同 1.8 ポイント増）、「物件

現況などの文字情報が多いこと」（2.3ポイント増）も増加。 

 

 

図3 購入物件別インターネットによる検索で重視すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真や間取り図が多いこと 

色々な物件を比較しやすいこと 

掲載物件数が多いこと 

検索条件が充実していること 

頻繁に更新が行われて 
いること 

地域の情報などが充実 
していること 

物件現況などの文字情報が 
多いこと 

情報の更新日時が記載 
されていること 

企業の規模、イメージ・信頼性 

その他 

無回答 

※複数回答 

＜２００２年調査＞ 

61.6 

54.0 

42.2 

28.9 

23.7 

25.6 

18.5 

1.4 

1.4 

60.3 

60.3 

44.3 

33.9 

23.6 

25.3 

25.9 

4.0 

0.0 

61.4 

56.5 

24.0 

25.3 

22.0 

2.6 

0.8 

43.2 

30.7 

80 60 40 20 0 
（％） 

新築住宅 
(n=211） 
中古住宅 
(n=174) 
全体 
(n=391) 

14.7 
19.0 
16.6 

23.7 9.8 
17.1 

＜２００３年調査＞ 

66.0 

56.9 

37.2 

26.5 

30.8 

29.6 

22.1 

15.0 

16.2 

0.8 

0.8 

65.7 

63.4 

46.5 

33.4 

26.7 

25.3 

25.9 

18.3 

9.9 

2.3 

0.9 

65.8 

60.6 

28.5 

27.1 

24.3 

16.9 

12.6 

1.7 

0.8 

30.5 

42.5 

0 20 40 60 80 
（％） 

新築住宅 
(n=253） 
中古住宅 
(n=344) 
全体 
(n=597) 

※複数回答 
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■新築住宅購入者の５割以上、中古住宅購入者の３割以上に「新住宅ローン減税制度」が影響 

Ø ｢新住宅ローン減税制度｣は、新築住宅購入者の 51.0％、中古住宅の 32.3％に何らかの影響

を与えており、影響を受けた世帯の約５割が、減税制度によって「住宅の購入時期を早めた」

と回答。その他、「返済期間が立てやすくなった」が約２割、｢自己資金を少なくできた｣は、

中古住宅購入者で若干多く 15.2％。 

Ø 減税総額が一緒であれば、今後、重点的に行って欲しい時期は、「住宅の保有期間中（固定

資産税、都市計画税等）」（44.7％）が、「住宅の取得時に一括（不動産取得税、登録免許税

等）」（31.2％）を上回る。 

 

図4 「新住宅ローン減税制度」の住宅購入への影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図5 「新住宅ローン減税制度」の与えた影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図6 重点的に行って欲しい減税政策の時期 

 

影響した 

5.6 

5.5 13.5 

6.1 

9.5 

8.1 

5.4 19.3 

9.7 

26.3 

17.0 

20.8 

42.9 

58.2 

52.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

新築住宅 
(n=410) 

中古住宅 
(n=610) 

全体 
(n=1020) 

非常に大きく影響した 
影響した 
多少影響した 
影響しなかった 
無回答 

３．減税制度の住宅購入者に与える影響 

 

51.7 

22.5 

9.1 

9.1 

7.2 

4.8 

9.1 

47.7 

22.3 

15.2 

5.1 

5.6 

7.1 

8.6 

49.8 

22.4 

12.1 

7.1 

6.4 

5.9 

8.9 

0 20 40 60 

住宅の購入時期を早めた 

住宅ローンの返済計画が 
立てやすくなった 

自己資金を少なくできた 

当初の予定よりも広さや 
仕様がよりよい住宅を 

購入できた 

当初の予定よりも立地の 
よい住宅を購入できた 

その他  

無回答 

（％） 

新築住宅 
(n=209) 
中古住宅 
(n=197) 
全体 
(n=406) 

※複数回答 

 

31.2 44.7 19.3 
0.7 

4.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 
住宅の取得時 
住宅の保有時 
わからない 
その他 
無回答 

N=1020 
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■購入資金の４割弱が｢民間ローン｣、６割以上が｢固定金利｣を選択、当初固定期間の最多は｢３年｣ 

Ø 購入資金に占める「民間ローン」の割合は 3.1 ポイント増加して 35.4％。利用者平均額も

331万円増加し、2344万円。（P7の図 12、P8の図 13参照） 

Ø 利用した民間ローンの返済金利は、「変動※」より「固定※」が多く、当初固定期間は、「３年」

が最多で 41.8％。 

Ø 固定金利の選択理由は、「現在の金利に満足」、「景気に左右されず支払い計画を立てられる」、

変動金利は、「今後も金利はそれほど上昇しないと思ったから」「現在の金利が低いから」の

割合が高い。 

 

図7 利用した民間ローンの返済金利 

 

 

 

 

 

 

 

 

図8 「固定金利」の当初固定期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

図9 「固定金利」の選択理由 

 

 

 

 

 

 

図10 「変動金利」の選択理由 

 

４．融資の利用状況 

※契約当初の返済に適用される利率 

40.0 

44.0 

63.0 

58.8 

0.7 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

新築住宅 
(n=192) 

中古住宅 
(n=422) 

変動金利 

固定金利 

無回答 

 

4.0 

20.9 

41.8 

14.5 

0.5 

8.0 
2.9 

7.2 

0 

10 

20 

30 

40 

50 

 １年  ２年  ３年  ５年  ７年 １０年 １０年超 
２０年以下 

２０年超 

（％） 

 

31.9 29.0 13.9 9.1 9.9 6.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

1 

現在の金利に満足しているから 

景気に左右されず支払い計画を立てられる 

から 
金利が上昇した時に月々の支払額が上昇 
するのがいやだから 
今後、金利が上昇すると思ったから 

その他 

無回答 

N=373 

 
今後も金利はそれほど上昇しないと思ったから 

37.4 31.3 14.1 3.2 10.4 3.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

1 N=249 

現在の金利が低いから 
金利が上昇しても全体の支払額は固定金利より 
有利だと思ったから 
金利が下がったら月々の支払額は少なくなるから 

その他 

無回答 
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■購入資金に占める「自己資金※」の割合が増加し、「借入等」は減少 

Ø 資金調達方法は、「現金、預貯金等」に次いで、新築住宅購入者では公庫融資、中古住宅購

入者では民間ローンの利用率が高い。 

Ø 住宅購入資金に占める「自己資金※」と「借入等」の比率は４対６。昨年度に比べ、「自己資

金※」の比率が 4.7ポイント増。 

Ø 長引くデフレ経済の影響を反映して「借入等」の割合は減少しており、資金調達において、

借入を控え自己資金のウエイトを強めた傾向がうかがえる。 

 

図11 新築住宅購入者・中古住宅購入者別、資金調達方法（利用頻度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図12 購入資金の内訳（資金調達総額に対する各資金額の割合） 

 

５．購入資金の調達状況 

（注）本グラフは、調達した額の割合ではなく、選択された調達方法の割合を示す。 

※「公的資金」とは、「住宅金融公庫融資」「年金住宅融資」「財形住宅融資」の合計 

※「現金、預貯金等」「前住宅の売却金」「贈与」の合計 

32.3 

35.4 

4.4 

4.2 34.1 

30.3 6.1 

7.3 

3.2 

2.9 

21.9 

14.4 

1.7 

1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

２００２年 

２００３年 

現金、預貯金等 

前住居の売却金 

親族からの贈与 

公的資金 

銀行等の民間ローン 

企業の社内融資 

その他 

自己資金 
44.3% 

借入等 
55.7% 

 

80.2 

12.0 

18.5 

43.4 

1.2 

9.0 

35.6 

11.2 

10.2 

69.2 

10.2 

12.1 

1.8 

0.0 

1.0 

64.9 

4.6 

9.7 

0 20 40 60 80 100 

現金、預貯金等 

前住居の売却金 

親族からの贈与 

住宅金融公庫融資 

年金住宅融資 

財形住宅融資 

銀行等の民間ローン 

企業の社内融資 

その他 

新築住宅 
(n=410) 
中古住宅 
(n=610) 

（％） 
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■「親族からの贈与」の利用者平均額は 13％増で約 700万円に到達  

Ø 「親族からの贈与」の利用者平均額も 619 万円から 699 万円に増加（12.9％増）。一戸建て

の新築住宅購入者では、昨年度の 1.5 倍で、１千万円を超える（2002 年度の利用者平均額

723万円→2003年度の利用者平均額 1063万円）。 

Ø 自己資金の中で最大の伸びを示した「現金、預貯金等」の利用者平均額は、昨年度の 1306

万円から 1631万円に増加。「単身」、「第１子が小学生以上のファミリー世帯」で新築を購入

した世帯では更に高額で 2000万円以上。 

 

図13 調査年次別資金調達方法（利用者平均額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図14 「現金、預貯金等」利用者の世帯型別、利用者平均額 

 

 
＜利用者数＞ 
現金、預貯金等 2003年調査 751

2002年調査 675

前住居の売却金 2003年調査 111

2002年調査 81

親族からの贈与 2003年調査 150

2002年調査 151

住宅金融公庫融資 2003年調査 189

2002年調査 232

年金、財形等の公的融資 2003年調査 48

2002年調査 58

銀行等の民間ローン 2003年調査 542

2002年調査 467

企業の社内融資 2003年調査 74

2002年調査 62

その他 2003年調査 101

2002年調査 38

1631 

2351 

699 

2245 

1924 

2344 

2022 

587 

1306 

2201 

619 

2320 

1725 

2013 

2075 

1265 

0 1000 2000 3000 4000 

現金、預貯金等 

前住居の売却金 

親族からの贈与 

住宅金融公庫融資 

年金、財形等の公的融資 

銀行等の民間ローン 

企業の社内融資 

その他 

2003年調査 
2002年調査 

（万円） 

※複数回答 

   

＜利用者数＞ 
  

単身     
40

  
51

夫婦だけ     
92

  
109

夫婦と子供 
    

75

（第一子が小学校入学前） 
    

73

夫婦と子供 
    

105

（第一子が小学生以上） 
    

123

夫婦と親が同居     
2

  
7

夫婦と子供と親が同居     
3

  
15

その他     
8

  
44

全体   
新築住宅 

  
329

中古住宅 
  

422

2,285.4 
  

1,980.3   
1,411.2   

2,023.8 
  

1,725.0 
  
2,383.3   

1,940.0 
  

1,089.0 
  

1,384.8
  

1,113.0 
  

1,405.5 
  

894.1 
  

2,758.5 
  

1,777.4 
  

1,389.7 
  

3,211.3 
  

0 1000   2000   3000   4000   
単身   

夫婦だけ   
夫婦と子供   

（第一子が小学校入学前）   
夫婦と子供   

（第一子が小学生以上）   
夫婦と親が同居   

夫婦と子供と親が同居   

その他   

全体   

新築住宅 
  

中古住宅 
  

（万円）   

新築住宅 
中古住宅 

新築住宅 
中古住宅 

新築住宅 
中古住宅 

新築住宅 
中古住宅 

新築住宅 
中古住宅 

新築住宅 
中古住宅 

新築住宅 
中古住宅 
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■引き続き売却損発生率は上昇し、本年度は８割超 

Ø 買い換えによる売却損の発生率は、昨年度より 3.6ポイント増の 82.8％。戸建てより、マン

ション売却の売却損発生率が高い。 

Ø 売却損の額は、「１千万円未満の損」が買い換え層全体の３割、「１～２千万未満の損」「２

～３千万円未満の損」が各約２割を占め、「３千万円以上」も１割存在。 

 

図15 調査年次別売却損益の発生状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図16 従前住宅の建て方別、売却損益の発生状況 

 

 

６．買換時の売却損益の発生状況 

（注）データの制約上、2001年以前は、「損得なし」を１千万円未満の売却損に含めている。 

 

３千万円以上損 
        

３千万円未満～２千万円以上損 
     

２千万円未満～１千万円以上損 
     

１千万円未満～０円超損 
          

損得なし （ 0円） 
     

１円以上～２千万円未満益 
        

２千万円以上益 
  

売却益 
  売却損 

  

損得なし 
  

2003年
（ｎ＝45）

2002年
（ｎ＝125）

2001年
（ｎ＝124）

1999年
（ｎ＝179）

1997年
（ｎ＝142）

1995年
（ｎ＝178）

11.5 17.8 23.6 29.9 4.0 5.2 8.0 

12.0 14.4 17.6 35.2 16.0 4.8 

4.0 20.2 19.4 31.5 14.5 10.4 

6.7 12.3 16.8 36.3 19.0 8.9 

2.1 
4.9 13.4 24.6 31.7 23.1 

3.4 10.7 66.2 19.6 

0.0 

0.0 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

   

80%   100%   
新築・一戸建て 

  (n=45)   
新築・マンション 

  (n=78) 
  

中古・一戸建て 
  (n=10) 

  
中古・マンション 

  (n=28) 
  

土地・注文建築 
  (n=7) 

  
全体 

  (n=174) 
  

４千万円以上損   
３千万円以上～４千万円未満損 

  
２千万円以上～３千万円未満損 

  
１千万円以上～２千万円未満損 

  
０円超～１千万円未満損 

  
損得なし （ 0円） 

  
１円以上～２千万円未満益 

  
２千万円以上益 

  

売却損
  

売却益 
  

損得なし 
  

60% 40% 20% 0% 

4.4 11.1 24.4 28.9 2.2 13.3 15.6 

5.1 10.3 25.6 21.8 26.9 6.4 

2.6 
1.3 

10.0 20.0 10.0 40.0 20.0 

0.0 

7.1 

0.0 

0.0 

3.6 39.3 46.4 3.6 

0.0 

0.0 

14.3 14.3 14.3 

0.0 
14.3 42.9 

3.5 8.1 17.8 23.6 29.9 4.0 5.2 8.0 

0.0 
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Ø 保有期間「５年以内」を除き、売却した住宅の保有期間が浅いほど売却損発生率が高く、「５

年超～10年以内」では 97.9％に達する。 

Ø 取得時期別の売却損益額の平均では、依然として、バブルピーク期の「1990～94年」に取得

した住宅の売却損額が 2702万円と最も大きい。 

 

図17 売却住宅の保有期間別、売却損の発生状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図18 売却住宅の取得時期別、平均売却損益額 

 

 

-493 
(n=11) 

-1,241 
(n=41) 

-2,702 
(n=41) 

-1,121 
(n=20) 

-411 
(n=29) 

513 
(n=11) 

1,698 
(n=6) 

818 
(n=5) 

-266 
(n=2) 

-1,694 
(n=31) 

-2,704 
(n=26) 

-592 
(n=17) 

556 
(n=22) 150 

(n=16) 

1,184 
(n=6) 

1,693 
(n=3) 

-4,000 

-3,000 

-2,000 

-1,000 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

1969年 
以前 

1970～ 
1974年 

1975～ 
1979年 

1980～ 
1984年 

1985～ 
1989年 

1990～ 
1994年 

1995～ 
1999年 

2000年 
以降 

2003年調査 
2002年調査 

（万円） 

   

５年以内   (n=37)   
５年超～１０年以内 

  (n=46) 
  

１０年超～１５年以内 
  (n=21)   

１５年超～２０年以内 
  (n=20)   

２０年超 
  (n=39)   

全体 
  (n=174)   

４千万円以上損 
  

３千万円以上～４千万円未満損 
  

２千万円以上～３千万円未満損 
  

１千万円以上～２千万円未満損 
  

０円超～１千万円未満損 
  

損得なし （ 0円） 
  

１円以上～２千万円未満益 
  

２千万円以上益 
  

売却損   
売却益 

  

損得なし 
  

0.0 
10.8 27.0 51.4 8.1 2.7 

8.7 19.6 34.8 32.6 2.2 2.2

4.8. 23.8 28.6 23.8 9.5 4.8 4.8 

5.0 
25.0 55.0 10.0 5.0 

2.6 10.3 46.2 10.3 12.8 17.9 

3.5 8.1 17.8 23.6 29.9 4.0 5.2 8.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 
0.0 

0.0 

0％ 20％ 40％ 60％ 80 ％ 100％



 

   

 

59.7 

59.7 

35.4 

34.9 

14.8 

14.6 

7.0 

3.6 

2.6 

72.5 

63.0 

41.9 

47.1 

17.8 

19.2 

7.8 

1.5 

4.7 

65.6 

39.5 

48.8 

24.7 

18.4 

10.4 

5.0 

3.0 

0 20 40 60 80 

手頃な価格だったから 

希望エリアの物件だったから 

新築にはこだわらなかったから 

良質な物件だったから 

リフォームするつもりだったから 

いずれまた住み替えをするから 

中古物件の流通量が増えたから 

いずれ建替えようと思っているから 

2003年調査 
（n=610) 
2002年調査 
(n=473) 
2001年調査 
(n=299) 

（％） 

※複数回答 

早く入居できるから 

 

金利が低かった 

税の優遇措置が受けられる 

住宅の価格が安くなり、 
買いやすかった 

良い住宅を持った方が、 
資産として有利だと思った 

今なら住宅金融公庫から 
借入できる 

まとまったお金が手に入った 

その他 

無回答 

 
＜新築住宅購入者＞ 

33.3 

32.4 

21.3 

15.7 

5.6 

4.6 

9.3 

31.6 

31.6 

35.0 

16.7 

20.1 

4.8 

4.8 

21.3 
16.0 

32.4 

32.4 

31.7 

17.1 

15.9 

4.6 

5.9 

17.1 

60 40 20 0 

※複数回答 

（％） 

新築住宅・一戸建て 
(n=108) 
新築住宅・マンション 
(n=294) 
新築住宅全体 
(n=410) 

 ＜中古住宅購入者＞ 

35.2 

21.7 

48.7 

3.9 

9.1 

11.3 

29.6 

19.7 

52.7 

13.7 

1.4 

7.7 

8.8 

16.2 

31.8 

20.7 

51.1 

16.6 

0.8 

6.1 

8.7 

14.3 

0.0 

21.3 

0 20 40 60 

中古住宅・一戸建て 
(n=230) 
中古住宅・マンション 
(n=351) 
中古住宅全体 
(n=610) 

※複数回答 

（％） 

11 

■依然強い“中古住宅の割安感” 

Ø 中古住宅の購入理由は、「手頃な価格だった」「希望エリアの物件だった」（共に 59.7％）、「新

築にはこだわらなかった」（35.4％）、「良質な物件だった」（34.9％）が上位４位に入る。 

Ø 中古住宅購入者では、資金面の住宅購入理由・要因においても、「住宅の価格が安くなり買

いやすかった」が５割以上に達し、新築住宅購入者の３割を大きく上回る。 

 

図19 調査年次別、中古住宅の購入理由 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

    
 
 
 
 
 
 

図 20 住宅購入の資金面の理由・要因(購入物件別) 

 

 

 

７．中古住宅に対する意識 

※複数回答

（注）「希望エリアの物件だったから」は、2002年調査から新設の選択肢


